
国民健康保険特別会計予算





議案第２号別紙 

 

 

令和２年度 小千谷市国民健康保険特別会計予算 

 

 令和２年度小千谷市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，１３３，５１０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による

一時借入金の借入れの最高額は、２００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1) ２款保険給付費の各項に計上した委託料並びに負担金、補助及び交付金に係る

予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流

用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国保-1 







歳　 出
単位：千円

款 項 金 額

歳 出 合 計

                                                国保-3                                                

 1 総務費 57,386

 1 総務管理費 43,086

 2 徴税費 13,787

 3 運営協議会費 359

 4 趣旨普及費 154

 2 保険給付費 2,202,665

 1 療養諸費 1,933,206

 2 高額療養費 257,319

 3 移送費 40

 4 出産育児諸費 8,600

 5 葬祭諸費 3,500

 3 国民健康保険事業費納付金 807,986

 1 医療給付費 527,561

 2 後期高齢者支援金等 207,576

 3 介護納付金 72,849

 4 保健事業費 58,817

 1 保健事業費 31,611

 2 特定健康診査等事業費 27,206

 5 基金積立金 159

 1 基金積立金 159

 6 公債費 658

 1 公債費 658

 7 諸支出金 5,839

 1 償還金及び還付加算金 5,838

 2 延滞金 1

3,133,510



国民健康保険特別会計国民健康保険特別会計国民健康保険特別会計国民健康保険特別会計

予予予予 算算算算 にににに 関関関関 すすすす るるるる 説説説説 明明明明 書書書書









（歳  出）

款

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

単位：千円

国県支出金

歳 出 合 計

比 較

本 年 度

予 算 額

前 年 度

予 算 額

                                                国保-5                                                

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

一般財源

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

総務費

保険給付費

国民健康保険事業

費納付金        

保健事業費

基金積立金

公債費

諸支出金

57,386

2,202,665

807,986

58,817

159

658

5,839

3,133,510

48,813

2,263,949

775,766

60,737

160

658

3,055

3,153,138

8,573

△61,284

32,220

△1,920

△1

2,784

△19,628

12,892

2,184,314

41,759

10,475

2,249,440

44,341

11,851

291,401

5

159

50

347,807

153

6,500

474,826

48,337

658

5,789

536,263







































１　特 別 職

単位：千円

期末手当

（年間支給
率　月分）

その他の

特 別 職

その他の

特 別 職

その他の

特 別 職

給　与　費　明　細　書

国保-24

本
　
　
年
　
　
度

長 等

議 員

計

14

14

区　　分
寒冷地
手　当

給　　　　与　　　　費

共済費 合　計 備考
職員数

（人）
報　酬 給　料

248

248

248

248

その他
の手当

計

248

248

 

前
　
　
年
　
　
度

長 等

15 1,916 1,916

議 員

297 2,213

計 15 1,916 1,916 297 2,213

△ 1 △ 1,668

比
　
　
　
　
　
較

長 等

計 △ 1 △ 1,668

議 員

△ 1,965

△ 1,668 △ 297 △ 1,965

△ 1,668 △ 297



(1) 会計年度任用職員以外の職員

ア　総　括

3
(0)

4
(0)

△ 1

 ※1.（　）内は短時間勤務職員数を外書きしたものです
 ※2.職員手当に児童手当は含まれません

区 分 扶 養 手 当
単 身 赴 任
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時間外勤務
手 当

夜 間 勤 務
手 当

本 年 度 104 1,332

前 年 度 180 104 1,332

比 較 △ 180

区 分
管理職員特
別勤務手当

期 末 手 当 勤 勉 手 当 寒冷地手当 退 職 手 当

本 年 度 2,400 1,794 225

前 年 度 3,077 2,223 275

比 較 △ 677 △ 429 △ 50

イ　給料及び職員手当の増減額の明細

(2) 会計年度任用職員

　総　括

3,448 4,095
(1,440) (1,440)

3,448 4,095
(1,440) (1,440)

 ※（　）内は日々雇用職員分を外書きしたものです

単位：千円

区 分 期 末 手 当

本 年 度 542

前 年 度

比 較 542

職
員
手
当
の
内
訳

制度改正に
伴う増減分

そ の 他 の
増 減 分

△ 1,414

647

単位：千円

給 料

53

△ 1,467
そ の 他 の
増 減 分

　　平成31年4月1日適用

2

4

会計間異動の差等

2,906

昇給に伴う
増 加 分

49
期末手当

国保-25

勤勉手当

本 年 度 2

職 員 手 当

542

△ 2,957

区　　分 増 減 額

前 年 度

比 較

職

員

手

当

の

内

訳

区　　分
職 員 数

（人）

647
2,906

(1,440)

増 減 事 由 別 内 訳 説　　　明

(1,440)

管理職手当
休 日 勤 務
手 当

542

通 勤 手 当

570

618

234

264

△ 48 △ 30

住 居 手 当

単位：千円

給　　　与　　　費
共 済 費 合　　計 備　　考

報　酬 給　料 職員手当 計

　　給料改定率　　0.1％

給与改定の状況
　前年度

備　　　考

会計間異動の差等

18

69

△ 3,044

給与改定に
伴う増減分

２　一 般 職

単位：千円

区　　分
職 員 数 給　　　与　　　費

共 済 費 合　　計

単位：千円

計

本 年 度 17,170 3,433

△ 887

10,511

13,468

6,659

8,073

比 較 △ 4,371△ 2,957 △ 1,414 △ 5,258

20,603

前 年 度 21,541 4,320 25,861

備　　考
（人） 給　料 職員手当



 (3) 給料及び職員手当の状況

  ア  職員１人当たり給与

  イ　初任給                                                             

  ウ  級別職員数

  （級別の基準となる職務）

国保-26

主 幹 上 席 副 参 事 参 事

主 査 副 参 事

100.0

区　　　　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級

一般行政職

主 事 主 任 係 長 課 長 補 佐 参 事 課 長

主 事 補

計 4 100.0

平成３１年１月１日現在

１　級 1 25.0

２　級 1 25.0

５　級

６　級

３　級 1 25.0

４　級 1 25.0

計 4

区　　　　　分
一　般　行　政　職

級 職員数（人） 構成比（％）

令和２年１月１日現在

１　級 1 25.0

２　級

５　級

６　級

1 25.0

３　級 1 25.0

４　級 1 25.0

短　　大　　卒　　（円） 163,100 163,100

大　　学　　卒　　（円） 182,200 182,200

中　　学　　卒　　（円）

高　　校　　卒　　（円） 150,600 150,600

区　　　　　分 一般行政職
国の制度

一般行政職

平  均  年  齢（歳） 39歳 4月

平均給料月額（円） 278,125

平成３１年１月１日現在 平均給与月額（円） 296,855

区　　　　　分 一般行政職

平均給料月額（円） 282,250

令和２年１月１日現在 平均給与月額（円） 297,859

平  均  年  齢（歳） 37歳 2月



  エ  昇給

　オ　期末手当・勤勉手当

 ※（　）内は再任用職員の支給期別支給率を外書きしたものです

  カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

  キ　特殊勤務手当

  ク　その他の手当

国保-27

住　　居　　手　　当 同　　　　　　　　　じ

通　　勤　　手　　当 同　　　　　　　　　じ

代表的な特殊勤務手当の名称 徴　収　手　当

区　　　　　　　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶　　養　　手　　当 同　　　　　　　　　じ

区　　　　　　　　　　分 全　　職　　種

給料総額に 対する比率（％） 1.0

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）
（ 令 和 ２ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

25.0

（２％～２０％加算）

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（３％～４５％加算）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

区　　分

20 年 勤 続 25 年 勤 続 35 年 勤 続 最高限度

その他の加算措置等 備　　考の 者 の 者 の 者

（月分） （月分） （月分） （月分）

（1.175） （1.175） （2.35）

国の制度
2.250 2.250 4.50

（1.175） （1.175） （2.35）

前 年 度
2.225 2.225 4.45

有

有
（1.175） （1.175） （2.35）

１２月（月分）

本 年 度
2.250 2.250 4.50

有

８　号給　（人）

比　　　　率　　Ｂ／Ａ（％） 100.0

区 分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備　　考
６月（月分）

３　号給　（人）

４　号給　（人） 3

６　号給　（人） 1

前
　
　
年
　
　
度

職　　　　　員　　　　　数　Ａ　　　（人） 4

昇 給 に 係 る 職 員 数　Ｂ      （人） 4

号給数別内訳

１　号給　（人）

２　号給　（人）

区　　　　　　　　　　分 一般行政職

本
　
　
年
　
　
度

職　　　　　員　　　　　数 　Ａ　　　（人） 3

昇 給 に 係 る 職 員 数　 Ｂ      （人） 2

号給数別内訳

１　号給　（人）

６　号給　（人） 1

８　号給　（人）

比　　　　率　　Ｂ／Ａ（％） 66.7

２　号給　（人）

３　号給　（人）

４　号給　（人） 1



介護保険特別会計予算





議案第３号別紙 

 

 

令和２年度 小千谷市介護保険特別会計予算 

 

 令和２年度小千谷市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，９２０，２０９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

（歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1) ２款保険給付費の各項に計上した委託料並びに負担金、補助及び交付金に係る

予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流

用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護-1 









介護保険特別会計介護保険特別会計介護保険特別会計介護保険特別会計

予予予予 算算算算 にににに 関関関関 すすすす るるるる 説説説説 明明明明 書書書書















































１　特 別 職

単位：千円

期末手当

（年間支給
率　月分）

その他の

特 別 職

その他の

特 別 職

その他の

特 別 職

給　与　費　明　細　書

介護-24

本
　
　
年
　
　
度

長 等

議 員

計

42

42

区　　分
寒冷地
手　当

給　　　　与　　　　費

共済費 合　計 備考
職員数

（人）
報　酬 給　料

7,771

7,771

7,771

7,771

7,771

7,771

 

その他
の手当

計

前
　
　
年
　
　
度

長 等

議 員

73 25,513 25,513 1,106 26,619

計 73 25,513 25,513 1,106 26,619

比
　
　
　
　
　
較

長 等

議 員

△ 1,106

△ 31 △ 17,742

計 △ 31 △ 17,742 △ 18,848

△ 17,742 △ 1,106 △ 18,848

△ 17,742



(1)　会計年度任用職員以外の職員

ア　総　括

8
(0)

9
(0)

△ 1

 ※1.（　）内は短時間勤務職員数を外書きしたものです
 ※2.職員手当に児童手当は含まれません

区 分 扶 養 手 当
単 身 赴 任
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時間外勤務
手 当

夜 間 勤 務
手 当

本 年 度 738 5 4,109

前 年 度 918 5 3,809

比 較 △ 180 300

区 分
管理職員特
別勤務手当

期 末 手 当 勤 勉 手 当 寒冷地手当 退 職 手 当

本 年 度 6,318 4,528 501

前 年 度 7,668 5,441 581

比 較 △ 1,350 △ 913 △ 80

(2)　会計年度任用職員

　総　括

10,731 12,482
(7,866) (7,866)

10,731 12,482
(7,866) (7,866)

 ※（　）内は日々雇用職員分を外書きしたものです

単位：千円

区 分 期 末 手 当

本 年 度 1,648

前 年 度

比 較 1,648

職 員 手 当 △ 3,215
勤勉手当
期末手当

会計間異動の差等

職
員
手
当
の
内
訳

制度改正に
伴う増減分

そ の 他 の
増 減 分

昇給に伴う
増 加 分

給 料

114

△ 3,329
そ の 他 の
増 減 分

　　平成31年4月1日適用

1,648

△ 4,302

給与改定に
伴う増減分

イ　給料及び職員手当の増減額の明細

本 年 度 5

5

4

会計間異動の差等

△ 4,015

9,083
(7,866)

18

269

1,751

110

介護-25

　　給料改定率　　0.1％

区　　分 増 減 額

前 年 度

比 較

職

員

手

当

の

内

訳

区　　分
職 員 数

（人）

1,751
9,083

(7,866)

1,648

給与改定の状況
　前年度

増 減 事 由 別 内 訳 説　　　明 備　　　考

単位：千円

単位：千円

給　　　与　　　費
共 済 費 合　　計 備　　考

報　酬 給　料 職員手当 計

管理職手当
休 日 勤 務
手 当

△ 1,052

1,052

596

536

60

比 較 △ 7,230△ 4,015 △ 3,215

住 居 手 当

２　一 般 職

単位：千円

区　　分
職 員 数 給　　　与　　　費

共 済 費 合　　計

単位：千円

△ 7,675

55,913

前 年 度 53,553 10,035 63,588

備　　考
（人） 給　料 職員手当 計

本 年 度 46,323 9,590

△ 445

28,880

32,895

17,443

20,658

通 勤 手 当

648

648



 (3) 給料及び職員手当の状況

  ア  職員１人当たり給与

  イ　初任給                                                             

  ウ  級別職員数

  （級別の基準となる職務）

介護-26

主 幹 上 席 副 参 事 参 事

主 査 副 参 事

100.0

区　　　　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級

一般行政職

主 事 主 任 係 長 課 長 補 佐 参 事 課 長

主 事 補

計 9 100.0

平成３１年１月１日現在

１　級

２　級 1 11.1

５　級 1 11.1

６　級 1 11.1

３　級 4 44.5

４　級 2 22.2

計 9

区　　　　　分
一　般　行　政　職

級 職員数（人） 構成比（％）

令和２年１月１日現在

１　級

２　級

５　級 1 11.1

６　級 1 11.1

３　級 5 55.6

４　級 2 22.2

短　　大　　卒　　（円） 163,100 163,100

大　　学　　卒　　（円） 182,200 182,200

中　　学　　卒　　（円）

高　　校　　卒　　（円） 150,600 150,600

区　　　　　分 一般行政職
国の制度

一般行政職

平  均  年  齢（歳） 46歳 3月

平均給料月額（円） 320,244

平成３１年１月１日現在 平均給与月額（円） 364,412

区　　　　　分 一般行政職

平均給料月額（円） 335,922

令和２年１月１日現在 平均給与月額（円） 371,233

平  均  年  齢（歳） 44歳 3月



  エ  昇給

　オ　期末手当・勤勉手当

 ※（　）内は再任用職員の支給期別支給率を外書きしたものです

  カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

  キ　特殊勤務手当

  ク　その他の手当

介護-27

住　　居　　手　　当 同　　　　　　　　　じ

通　　勤　　手　　当 同　　　　　　　　　じ

代表的な特殊勤務手当の名称 徴　収　手　当

区　　　　　　　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶　　養　　手　　当 同　　　　　　　　　じ

区　　　　　　　　　　分 全　　職　　種

給料総額に対する比率（％） 0.0

支給対象職員の比率（％）
（ 令 和 ２ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

11.1

（２％～２０％加算）

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（３％～４５％加算）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

備　　考の 者 の 者 の 者
（月分） （月分） （月分） （月分）

区　　分
20 年 勤 続 25 年 勤 続 35 年 勤 続 最高限度

その他の加算措置等

国の制度
2.250 2.250 4.50

有
（1.175） （1.175） （2.35）

区 分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備　　考
６月（月分）

前 年 度
2.225 2.225 4.45

有
（1.175） （1.175） （2.35）

１２月（月分）

本 年 度
2.250 2.250 4.50

有
（1.175） （1.175） （2.35）

３　号給　（人） 1

４　号給　（人） 6

６　号給　（人） 1

前
　
　
年
　
　
度

職　　　　　員　　　　　数　Ａ　　　（人） 9

昇 給 に 係 る 職 員 数　Ｂ      （人） 8

号給数別内訳

１　号給　（人）

２　号給　（人）

８　号給　（人）

比　　　　率　　Ｂ／Ａ（％） 88.9

区　　　　　　　　　　分 一般行政職

本
　
　
年
　
　
度

職　　　　　員　　　　　数　Ａ　　　（人） 8

昇 給 に 係 る 職 員 数　Ｂ      （人） 7

号給数別内訳

１　号給　（人）

６　号給　（人） 2

８　号給　（人）

比　　　　率　　Ｂ／Ａ（％） 87.5

２　号給　（人）

３　号給　（人）

４　号給　（人） 5



債務負担行為で翌年度以降にわたる 

又は支出額の見込み及び当該年度 
 

事       項 限  度  額 

前年度末までの支出（見込）額 

期   間 金 額 

高 齢 者 福 祉 ・ 介 護 保 険 

事 業 計 画 調 査 策 定 委 託 
4,500 令 和 元 年 度 1,700 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護-28 



ものについての前年度末までの支出額 

以降の支出予定額等に関する調書 
単位：千円 

当該年度以降の支出予定額 左  の  財  源  内  訳 備  考 

期   間 金 額 
特   定   財   源 

一 般 財 源 
当 該 年 度 

支出予定額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 

令 和 ２ 年 度 2,076   2,076  2,076 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護-29 



後期高齢者医療特別会計予算





議案第４号別紙 

 

 

令和２年度 小千谷市後期高齢者医療特別会計予算 

 

 令和２年度小千谷市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

１ 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８０６，２８３千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

後期-1 









後期高齢者医療特別会計後期高齢者医療特別会計後期高齢者医療特別会計後期高齢者医療特別会計

予予予予 算算算算 にににに 関関関関 すすすす るるるる 説説説説 明明明明 書書書書



























給　与　費　明　細　書

(1) 会計年度任用職員以外の職員

ア　総　括

2
(0)

3
(0)

△ 1

 ※1.（　）内は短時間勤務職員数を外書きしたものです
 ※2.職員手当に児童手当は含まれません

区 分 扶 養 手 当
単 身 赴 任
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時間外勤務
手 当

夜 間 勤 務
手 当

本 年 度 3 215

前 年 度 120 3 430

比 較 △ 120 △ 215

区 分
管理職員特
別勤務手当

期 末 手 当 勤 勉 手 当 寒冷地手当 退 職 手 当

本 年 度 1,653 1,210 196

前 年 度 2,093 1,529 196

比 較 △ 440 △ 319

(2) 会計年度任用職員

　総　括

(265) (265)

(265) (265)
 ※（　）内は日々雇用職員分を外書きしたものです

単位：千円

区 分 期 末 手 当

本 年 度

前 年 度

比 較

単位：千円

△ 4,345

13,201

前 年 度 14,806 2,740 17,546

備　　考
（人） 給　料 職員手当 計

本 年 度 10,937 2,264

△ 476

7,096

9,871

3,841

4,935

通 勤 手 当

324

324

240

１　一 般 職

単位：千円

区　　分
職 員 数 給　　　与　　　費

共 済 費 合　　計

240

比 較 △ 3,869△ 2,775 △ 1,094

住 居 手 当

給与改定の状況
　前年度

増 減 事 由 別 内 訳 説　　　明 備　　　考

単位：千円

単位：千円

給　　　与　　　費
共 済 費 合　　計 備　　考

報　酬 給　料 職員手当 計

管理職手当
休 日 勤 務
手 当

7

後期-14

　　給料改定率　　0.1％

区　　分 増 減 額

前 年 度

比 較

職

員

手

当

の

内

訳

区　　分
職 員 数

（人）

(265)

151

32

△ 2,933

給与改定に
伴う増減分

イ 給料及び職員手当の増減額の明細

本 年 度

2

会計間異動の差等

△ 2,775

(265)

職
員
手
当
の
内
訳

制度改正に
伴う増減分

そ の 他 の
増 減 分

昇給に伴う
増 加 分

給 料

34

△ 1,128
そ の 他 の
増 減 分

　　平成31年4月1日適用

職 員 手 当 △ 1,094
勤勉手当
期末手当

会計間異動の差等



 (3) 給料及び職員手当の状況

  ア  職員１人当たり給与

  イ　初任給                                                             

  ウ  級別職員数

  （級別の基準となる職務）

区　　　　　分 一般行政職

平均給料月額（円） 258,933

令和２年１月１日現在 平均給与月額（円） 263,777

平  均  年  齢（歳） 32歳 11月

区　　　　　分 一般行政職
国の制度

一般行政職

平  均  年  齢（歳） 32歳  7月

平均給料月額（円） 256,767

平成３１年１月１日現在 平均給与月額（円） 262,755

短　　大　　卒　　（円） 163,100 163,100

大　　学　　卒　　（円） 182,200 182,200

中　　学　　卒　　（円）

高　　校　　卒　　（円） 150,600 150,600

区　　　　　分
一　般　行　政　職

級 職員数（人） 構成比（％）

令和２年１月１日現在

１　級 1 33.3

２　級

５　級

６　級

３　級 2 66.7

４　級

計 3 100.0

平成３１年１月１日現在

１　級 1 33.3

２　級

５　級

６　級

３　級 2 66.7

４　級

計 3 100.0

区　　　　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級

一般行政職

主 事 主 任 係 長 課 長 補 佐 参 事 課 長

主 事 補

後期-15

主 幹 上 席 副 参 事 参 事

主 査 副 参 事



  エ  昇給

　オ　期末手当・勤勉手当

 ※（　）内は再任用職員の支給期別支給率を外書きしたものです

  カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

  キ　特殊勤務手当

  ク　その他の手当

区　　　　　　　　　　分 一般行政職

本
　
　
年
　
　
度

職　　　　　員　　　　　数　Ａ　　　（人） 2

昇 給 に 係 る 職 員 数　Ｂ      （人） 2

号給数別内訳

１　号給　（人）

６　号給　（人） 1

８　号給　（人）

比　　　　率　　Ｂ／Ａ（％） 100.0

２　号給　（人）

３　号給　（人）

４　号給　（人） 1

３　号給　（人）

４　号給　（人） 2

６　号給　（人） 1

前
　
　
年
　
　
度

職　　　　　員　　　　　数　Ａ　　　（人） 3

昇 給 に 係 る 職 員 数　Ｂ      （人） 3

号給数別内訳

１　号給　（人）

２　号給　（人）

８　号給　（人）

比　　　　率　　Ｂ／Ａ（％） 100.0

区 分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備　　考
６月（月分）

前 年 度
2.225 2.225 4.45

有
（1.175） （1.175） （2.35）

１２月（月分）

本 年 度
2.250 2.250 4.50

有
（1.175） （1.175） （2.35）

区　　分
20 年 勤 続 25 年 勤 続 35 年 勤 続 最高限度

その他の加算措置等

国の制度
2.250 2.250 4.50

有
（1.175） （1.175） （2.35）

備　　考の 者 の 者 の 者
（月分） （月分） （月分） （月分）

区　　　　　　　　　　分 全　　職　　種

給料総額に対する比率（％） 0.0

支給対象職員の比率（％）
（ 令 和 ２ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

33.3

（２％～２０％加算）

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（３％～４５％加算）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

後期-16

住　　居　　手　　当 同　　　　　　　　　じ

通　　勤　　手　　当 同　　　　　　　　　じ

代表的な特殊勤務手当の名称 徴　収　手　当

区　　　　　　　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶　　養　　手　　当 同　　　　　　　　　じ



工業団地事業特別会計予算





議案第５号別紙 

 

 

令和２年度 小千谷市工業団地事業特別会計予算 

 

 令和２年度小千谷市の工業団地事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

１ 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工業-1 









工業団地事業特別会計工業団地事業特別会計工業団地事業特別会計工業団地事業特別会計

予予予予 算算算算 にににに 関関関関 すすすす るるるる 説説説説 明明明明 書書書書



















単位：千円

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

元 金 償 還

起 債 見 込 額 見 込 額

364,100

工業-10

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末
及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

普　　　通　　　債

区　　　　　　　分

当 該 年 度 中 増 減 見 込
当 該 年 度 末

現 在 高 見 込 額

前 前 年 度 末

現 在 高

前 年 度 末

現在高見込額


